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◆基 本 事 項 
 

問１：フル規格新幹線とはどのようなものか。 

答 

＜フル規格新幹線とは＞ 

全国の新幹線整備について定めている全国新幹線鉄道整備法（以下「全幹法」といい

ます。）では、新幹線鉄道は、その主たる区間を列車が時速 200km以上の高速度で走行で

きる幹線鉄道と定義されています。 

現在、全幹法制定以前に計画・建設された東海道新幹線、山陽新幹線をはじめ、昭和

47 年に全幹法の基本計画路線に定められた北海道新幹線、東北新幹線、上越新幹線、北

陸新幹線、九州新幹線の合計７つの路線で新幹線が運行・建設されています。 

このほか、昭和 48年に全幹法の基本計画路線に定められた新幹線があり、奥羽新幹線

（福島～山形～秋田）と羽越新幹線（富山～新潟～秋田）の２つの新幹線も基本計画に

定められ、全幹法の手続きに基づいて、今後整備が進められていくものです。 

 

＜フル規格新幹線の整備効果＞ 

フル規格新幹線には、踏切を設けない高架・立体交差や直線的なルートなど、構造・

規格上の特性があります。 

こうした特性により、一度に大量の人員を安定的に短時間で運ぶことができることか

ら、産業や観光などでさまざまな地域間の交流を促進させ、地域に大きな活力をもたら

す重要な社会基盤となっています。 

全国の新幹線沿線には、政令指定都市（人口 70万人以上の都市）が多く存在しており、

こうしたことからも、フル規格新幹線が沿線地域にもたらす波及効果の大きさがうかが

えます【図１】。 

【図１】全国の新幹線鉄道網の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：山形県総合交通政策課作成  

新幹線 Q＆A 
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また、大雨や大雪といった自然災害による遅れや運休も非常に少なく、安定輸送性に

も優れています【図２】。 

【図２】 

フル規格新幹線と山形新幹線の走行 100万キロあたり輸送障害(運休・遅延等)件数 

（Ｈ26～Ｒ元年度：ＪＲ東日本管内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＪＲ東日本公表データ、国交省公表資料「鉄軌道輸送の安全にかかわる情報」より県作成 

人口減少が本格化する我が国において、東京圏への過度の集中を是正し、産業や人材を

地方に呼び込み地方創生を実現するため、また、東日本大震災を契機とした太平洋側と日

本海側とのリダンダンシー機能の確保など、大規模災害等に備えた国土全体の強靭化の観

点からも、全国におけるフル規格新幹線ネットワーク整備の必要性は高まってきています。 

 

山形新幹線は新幹線？ 

山形新幹線（福島～新庄）や秋田

新幹線（盛岡～秋田）は「ミニ新幹

線」と呼ばれていますが、在来線の

線路幅（1,067mm）を新幹線と同じ

線路幅（1,435mm）に拡げ、東北新

幹線と直通運転しているものです。

在来線区間（福島～新庄）では、最

高時速 130km までしか出せないな

ど、あくまでも在来線で、フル規格

新幹線とは異なるものです。 
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問２：県は、なぜ奥羽・羽越新幹線実現を目指すのか。 

答 

＜全幹法に基づく全国の新幹線整備の状況＞ 

  現在、運行が始まっている北海道新幹線、北陸新幹線、九州新幹線をはじめとした昭

和 47年に基本計画に決定された路線については、全線の完成に一定のめどがつきつつあ

ります【図１参照】。 

こうした中、奥羽・羽越新幹線を含め、昭和 48年に基本計画に決定された 10路線（中

央リニアを除く）についても、次の新幹線整備を見据えて、その実現を目指す取組みも

はじまっています。 

＜本県幹線鉄道の課題＞ 

山形新幹線は、他の新幹線路線の開業による時間優位性の低下や、雨・雪などの気象

変化による輸送障害の多発が課題となっています。【図３、図４】。 

羽越本線についても、庄内地域と首都圏間の移動に平均で４時間以上を要するほか、

強風をはじめとした気象変化による輸送障害が多く発生しており、速達性や安定性が課

題となっています。 

 《山形新幹線の事例（図３、図４）》 

【図３】山形新幹線の課題＜速達性＞ 

◆各地域と東京との鉄道路線の所要時間の推移（Ｈ５年とＲ３年の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＪＲ東日本時刻表    
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【図４】山形新幹線の課題＜定時性・安定性＞ 

①山形新幹線の気象変動等を原因とする運休・遅延本数の推移                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＪＲ東日本公表情報より県作成   

②フル規格新幹線と山形新幹線の走行 100万キロあたり輸送障害（運休・遅延等）件数 

（H26～Ｒ元年度：ＪＲ東日本管内）              （再掲）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 出典：ＪＲ東日本公表データ、国交省公表資料「鉄軌道輸送の安全にかかわる情報」より県作成 
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＜東日本大震災で再認識された奥羽・羽越新幹線の重要性＞ 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災では、太平洋側の鉄道施設では甚大な被

害を受けました。 

被害の少なかった日本海側の幹線鉄道は、太平洋側の幹線鉄道に代わり、東北地域と

首都圏や西日本との旅客移動、物流を担うリダンダンシー（代替）機能を発揮しました。 

東日本大震災を契機として、大規模災害に備えた強靭な国土づくりの重要性が再認識

されております。我が国においては、これからも大規模な地震等の災害に十分備えてい

くことが求められており、国土強靭化の基盤となる奥羽・羽越新幹線を早期に実現して

いく必要があります。 
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問３：奥羽・羽越新幹線の財源はどうなるのか。  

答  

＜整備新幹線の整備・運営方式＞ 

新幹線は、国土交通省所管の独立行政法人である鉄道建設・運輸施設整備支援機構が

整備・保有し、営業主体であるＪＲに対して施設を貸し付ける上下分離方式※により整

備・運営されています。 

         ※施設（下）の整備・保有の主体と、運行（上）の主体を分ける方式 

 

＜整備財源について＞ 

整備の財源については、ＪＲからの貸付料収入を充てた残りの部分が公費負担となり、

国と地元が２対１で負担します。 

地元負担については、さらに、地方交付税による軽減措置が講じられています【図５】。 

【図５】新幹線の整備方式と建設財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 7 - 

問４：フル規格新幹線はどのような効果をもたらすのか。 

答 

  フル規格新幹線が整備された沿線の地域では、観光やビジネスをはじめ、交流人口の

拡大や産業の活性化など、幅広い効果がもたらされています。 

≪事例１≫ 
◆等時間到達圏の拡大（北陸〈長野〉新幹線 －平成９年 10 月高崎～長野間開業－） 

長野周辺の沿線地域から３時間で東京に行ける人口が、44 万人から 192 万人へと  

４倍以上に増加するなど、より広域に交流圏が拡大。 

【図６】等時間到達圏の拡大（各市町村から東京駅までの所要時間の変化） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：運輸総合研究所パンフレット 

≪事例２≫ 
◆交流人口の拡大（九州新幹線 －平成 23 年３月鹿児島中央～博多間全線開業－） 

平成 23年の全線開業時には、中国地方～鹿児島県間の「鉄道を利用して移動する旅

客数」は、開業前の６倍以上となり、さらに航空と合わせた旅客数も２倍以上とな

るなど、これまで交流が少なかった地域間において大幅に増加。 

【図７】中国地方から鹿児島県への交通機関別の旅客流動数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」 
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≪事例３≫ 
◆観光交流の拡大（東北新幹線 －平成 14 年 12 月盛岡～八戸間開業－） 

新幹線開業に伴い、八戸三社大祭の入込客数が大幅に増加。 

【図８】八戸三社祭の入込数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：青森県観光統計 

≪事例４≫ 
◆民間投資の増加（北陸新幹線 －平成 27 年 3 月長野～金沢間開業－） 

新幹線開業を契機として、北陸地域における新たな企業進出や本社機能の一部移転

が加速。 

《新幹線開業に伴う企業進出等の例》 

  〇企業進出 

   ➢製薬メーカー（本社：神奈川県） 

    平成 27 年７月より、富山県富山市の新工場（建設費：約 18 億円）で生産・

出荷がスタート。 

   ➢医療機器・航空機部品メーカー（本社：東京都） 

    平成 26年６月、石川県白山市に新工場（建設費：約 22億円）建設。 

〇本社機能（一部）移転 

   ➢建設機械製造メーカー（本社：東京都） 

    平成 23年に石川県小松市に総合研修施設を整備し、本社機能の一部（社員の

人材育成機能）を移転。 

   ➢ファスナー・住宅建材メーカー（本社：東京都） 

    平成 26年度末までに本社管理部門等の一部を富山県黒部市に移転し、約 230

人が異動。 

              出典：財務省北陸財務局ホームページ資料より県作成 

  

(千人) 
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問５：福島～米沢間トンネルのフル規格断面による整備と奥羽新幹線の関係は。 

   ～運休・遅延が多発する山形新幹線の安定性の確保～ 

答 

＜福島～米沢間トンネル整備の必要性＞ 

山形新幹線は、在来線を活用した路線であることから、風雨や降雪、動物との衝突な

どによる運休・遅延が、年平均 165 本で推移するなど多く発生しており、フル規格新幹

線や他の在来線と比較しても、その発生頻度は高いものとなっています【図４】。 

これら運休・遅延の多くは気象変動を原因としており、とりわけ山岳区間である福島

～米沢間において、その４割が発生するなど、同区間の安定輸送の確保が喫緊の課題と

なっています【図９】。 

また、自然災害が頻発・激甚化する中、地滑りや雪崩などから県民の皆様の生命と安

全を守るうえでも、抜本的な対策が急務となっています。 

【図９】山形新幹線の年度別運休・遅延本数の推移 

年度 

山形新幹線 

運休 遅延 計 

 

気象変動等を 
原因とする運休・ 
遅延本数計① 

 

うち福島～

米沢間原因

の本数② 

平成 26年度 168 92 260 179 120 

平成 27年度 95 80 175 116 78 

平成 28年度 105 88 193 152 74 

平成 29年度 116 184 300 261 100 

平成 30年度 115 92 207 128 10 

令和元年度 125 116 241 155 20 

累計(H26～R1) 724 652 1,376 991 402 

出典：ＪＲ東日本公表情報より県作成 

 

  全体に占める福島～米沢間原因の割合：40.6％  ②÷① 

 

 

 

こうした中、ＪＲ東日本からは、同区間における抜本的な防災対策として、全長約 23

ｋｍの短絡トンネルを整備する構想が示されました【図 10】。 
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【図 10】福島～米沢間の抜本的な防災対策＜トンネル整備構想＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県におきましても、山形新幹線の安全性と安定性の確保に向けて、このトンネル整備

の早期事業化が必要と考えており、事業主体であるＪＲ東日本との間で、国土強靭化に

おける意義や政府の財政支援も含めた財源スキームなどについて、検討・協議を進めて

まいりたいと考えております。 

 

＜フル規格断面による整備の考え方＞ 

このトンネル整備は、多額の事業費と、15 年という長い工事期間を要する大規模な事

業です。仮に、奥羽新幹線の整備時に、このスケールのトンネルをもう一度掘り直すこ

ととなれば、その費用や工事期間が２重にかかるため、大変非効率となります。 

また、将来の奥羽新幹線整備における最大の難所となるこの区間において、トンネル

を整備していくことは、奥羽新幹線実現に向けての大きな足掛かりになるものであり、

この機会にトンネルをあらかじめ整備して、奥羽新幹線の整備時に活用していけば大変

有効となります。 

  

整 備 費 用 ・ 工 期 （JR東日本の調査結果より）

概 算

事 業 費

在来断面の場合

約１，５００億円

フル規格新幹線サイズとする場合

約１，６２０億円 （＋１２０億円）

工 期 約１５年（着工から）

整 備 効 果

輸送障害件数の低減による安定性向上

地滑りや雪崩等の災害リスクの完封

災害時の乗客救出や復旧困難となるリスクの完封

短絡化により１０分強の短縮

＜イメージ図＞＜イメージ図＞
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◆ 課 題  
 

問６：奥羽・羽越新幹線のルートや停車駅はどうなるのか。 

答 

全幹法に基づく基本計画では、起点、経由地、終点のみが定められています。 

具体的なルートや停車駅については、将来、全幹法に基づき、整備計画への格上げ、

工事実施計画の策定、工事着工と手続きが進む中で、政府主導で議論が進められ決定され

ていくこととなります。 

この過程においては、地域における停車駅の必要性や活用方策など、地域の考えや意

見などについてもしっかりと政府に伝えていくことが重要になると考えております。 

奥羽・羽越新幹線についても、こうした法律に基づく手続きの中で、しかるべき時期

に、政府に対してしっかりと地元の考えを伝えていけるよう、地域にとってよりふさわし

いルートや停車駅のあり方等について、地元としても議論を深めていく必要があると考え

ております。 
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問７：新幹線開業に伴う並行在来線とは何か。 

答 

並行在来線とは、フル規格新幹線のルートに並行する形で運行する在来線鉄道のこと

です。 

新幹線に加えて並行在来線を経営することは営業主体であるＪＲにとって過重な負担

となる場合があるため、沿線自治体の同意を得た上で、新幹線開業時は経営分離されま

す。 

並行在来線は、奥羽・羽越新幹線の実現に向けた重要な課題となりますので、新幹線

整備に係る政府の動きに応じて、地域の皆様のご意見なども十分に伺いながら、並行在

来線の意義や役割、その持続的な運行の方策なども含め、対応の検討を行っていく必要

があると考えております。 
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◆ 県の取組み 
 

問８：県では、どのような取組みを行っているのか。 

答 

＜フル規格の奥羽・羽越新幹線の実現に向けた取組み＞ 

奥羽・羽越新幹線は、東日本大震災を受けた国全体のリスク分散やリダンダンシー確

保の観点、他地域での新幹線開業による時間的優位性の低下の観点などから、本県発展

のためには、その整備実現が不可欠なものです。 

また、今般の新型コロナウイルスの感染拡大は、東京をはじめとする大都市部への過

度な人口集中に伴う感染リスクや海外に依存したサプライチェーンの脆弱性など、東京

一極集中の是正や分散型社会構築の必要性を再認識させることとなり、そのような観点

からも、新幹線ネットワークの充実・強化の重要性がより一層高まったものと考えてお

ります。 

こうした中、県では、平成 28年５月に設立した県・市町村・経済団体等で組織するオ

ール山形の「山形県奥羽・羽越新幹線整備実現同盟」を核に、 

①政府・ＪＲ東日本に対する要望活動、 

②大型商業施設でのＰＲキャラバンや本県の将来を担う若者を対象とした「地域ミー

ティング」の開催など県民の機運醸成に向けた各種活動 

③沿線６県で組織するプロジェクトチームを立ち上げ、費用対効果の検証や整備手法

の検討 

等に取り組んでいます。 

新幹線整備の実現には息の長い取り組みが必要となりますが、このように、奥羽・羽

越新幹線の早期実現に向けて、地域を挙げて邁進しているところであり、引き続き、政府

等への要望活動や県民の機運醸成に力を入れて取り組んでまいります。 
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＜福島～米沢間トンネルの早期事業化に向けた取組み＞ 

 ＪＲ東日本の調査において、全長 23㎞の短絡トンネルを整備することにより、安定輸

送の確立や災害リスクの完封といった防災面の強化のほか、10 分強の時間短縮が図られ

るとの結果が示されております。 

 また、このトンネル整備は、大規模災害時における太平洋側・日本海側双方の幹線交

通の代替機能の強化、全国的な幹線鉄道ネットワークの安定化にもつながるものでもあ

り、さらには、奥羽新幹線実現に向けて前進するための足掛かりとしても、極めて重要

なプロジェクトであると考えております。 

このため、市町村や経済団体、県議会をはじめ、様々な関係者と十分連携し、本トン

ネル及びフル規格新幹線に関する普及・啓発活動による県民機運の醸成を図りながら、

政府・ＪＲ東日本への提案・要望活動などを強く推し進めてまいります。 

一方で、整備には多額の事業費が必要であることから、その事業化に向けて、事業主

体であるＪＲ東日本と、国土強靭化における意義や政府の財政支援も含めた財源スキー

ムなどについて、検討・協議を進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H31.1.22 

日経地方創生フォーラムへの参加 
＜県内各地域の代表者による 
  パネルディスカッション＞ 

R1.11.5 
御法川国土交通副大臣への要望 
 ＜県内各団体トップによる合同要望＞ 

R1.7.31 

県同盟 令和元年度促進大会 
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問９：機運醸成の取組みはどのようなものか 

答 

  県民の皆様一人ひとりに奥羽・羽越新幹線の意義や必要性を理解していただくため、

理解促進・機運醸成の様々な取組みを進めています。 

 

＜主な取組み＞ 

○機運醸成に向けては、奥羽・羽越新幹線について県民の皆様に幅広くご理解いただく

ため、以下の取組みを実施 

・新聞やラジオ、ホームページなど、各種媒体を活用した 

広報活動 

・各地域におけるイベント等における「広報・啓発キャラバン」 

の実施 

・鉄道沿線における看板設置             など 

 

⇒広報・啓発キャラバンでは、新幹線に期待する様々なメッセージ

をたくさんいただいております。 

  《県民の皆様の声（例）》 

   ・子供たちが大きくなるまでに早く実現してほしい 

   ・新幹線ができれば観光産業も潤い、企業誘致もやりやすくなる 

   ・自分たちの子供や将来のためにも必要 

   ・雨や雪でも運休にならず、スムーズな運行を期待 

 

〇新幹線の意義や必要性、その効果などを理解いただくための、商工団体や地域の団体

の皆様を対象にした「出前講座」を開催 

〇本県の将来を担う若い世代の運動への参画を促すため、県内各地域において「地域ミ

ーティング」を開催 

 

＜県の取組みと連動した運動展開＞ 

こうした取組みに合わせて、県内の青年会議所では、奥羽・羽越新幹線など東北のイ

ンフラ整備に向けた署名活動も展開されるなど、県内各団体においても、フル規格新幹線

の整備に向けた取組みも広がってきています。 

 

＜今後に向けて＞ 

フル規格新幹線やトンネル整備の意義や必要性について、県民の皆様に、より理解い

ただくため、シンポジウムや経済界等を対象とした出前講座・意見交換を実施していき

ます。 

とりわけ、将来を担う若い世代の一層の理解を深めていくため、若者に馴染むＳＮＳ

なども活用した情報発信を行うとともに、若者自ら、普及のための活動を企画し、実践

していただく取組みも進めていきます。 
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青年会議所における『署名活動』 

地域内の経済団体等を対象と 

した『出前講座』の実施 
各種イベント等における『広報・啓発キ
ャラバン』の開催 

大学生など若者等の参加による『地域ミーティング』の開催 

◎フル規格新幹線に関する『出前講座』 ～職員がお伺いします！～ 

小規模な集まりでも構いませんので、ご希望があれば下記までお電話ください。

皆様からのご連絡をお待ちしています！ 

【連絡先】電話番号：023-630-3417（県庁総合交通政策課 鉄道・生活交通担当） 
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フル規格の奥羽・羽越新幹線の早期実現に向けて、 

県民の皆様からも運動にご参画いただいて、 

一緒に取組みを進めてまいります！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種イベント等を通してお寄せいただいた県民の皆様の声など 
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問 10：県は在来線の高速化にも力を入れるべきではないか。 

答 

＜基本的考え方＞ 

在来線（現行の県内鉄道）につきましても、高齢の方や学生など地域の方々の日常の

足として欠くことのできない重要な交通機関です。 

絶えず、防災対策などを講じることで安全性・安定性を確保・向上していくとともに、

ダイヤの改善やスピードアップなどの機能強化を図っていくことが非常に重要です。 

このため、県では、各地域の実情や要望等をしっかり踏まえ、市町村や経済団体など

の関係機関と連携し、鉄道事業者への働きかけなどの取組みを進めております。 

今後とも、在来線の一層の充実に向けて、関係機関と連携してしっかりと取組みを進

めてまいります。 

 

＜羽越本線の高速化＞ 

在来線の中でも、羽越本線は、日本海沿岸を縦貫する幹線鉄道として、本県・秋田県・

新潟県をはじめとする日本海沿岸地域と首都圏との流動を支える重要な交通基盤である

とともに、庄内地域の一体性を高め、地域の産業や生活を支える重要な生活基盤でもあり、

本県の総合的な交通体系を考えるうえで、重要な鉄道路線です。 

このため、県では、羽越本線の高速化について、学識経験者やＪＲ東日本、新潟県・秋

田県等との間で、望ましい高速化手法等の検討を行い（平成 19 年度に最終とりまとめ）、

これまで、その方向性に沿った形で、加速性能の良い車両の導入や新潟駅での同一ホーム

乗り換えなど、一定の高速化を実現してきたところです。 

今後、さらなる高速化を図るためには、急カーブを減らすなど大規模な工事（線形改良）

が必要となりますが、そのためには、多額の事業費を要するうえ、利用者数の減少より事

業採算性が厳しいなど、課題が多いのも事実です。 

こうした状況も踏まえつつ、引き続き、地元の市町や経済団体などと連携しながら、鉄

道事業者への働きかけを行っていくとともに、隣県や地元自治体など関係者とも協議し、

利用拡大の取組みを推進していくことにより、羽越本線のさらなる高速化につなげてまい

りたいと考えております。 
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